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南海トラフ地震対策の推進に関する提言 

 
 
南海トラフ地震では、広範囲かつ大規模な被害が想定されており、

震源に近い太平洋側では防災・減災対策の充実・強化を図ることが

喫緊の課題である。 
こうした中、平成２５年１２月２７日に「南海トラフ地震に係る

地震防災対策の推進に関する特別措置法」が施行され、近畿ブロッ

ク管内においても平成２６年３月２８日、同法に基づき８府県２２

５市町村が南海トラフ地震防災対策推進地域に、４県４５市町が南

海トラフ地震津波避難対策特別強化地域に指定された。また、平成

２７年３月には、国において「南海トラフ地震における具体的な応

急対策活動に関する計画」が策定され、国と地方が一体となって南

海トラフ地震への備えを進めていく環境が整ってきたところである。 
このことにより、地震・津波対策の加速化と抜本強化が進むもの

と期待されるが、南海トラフ地震では、高い津波が極めて短時間で

到達するため、避難が困難な地域（津波避難困難地域）が多く存在

し、その想定被害も甚大である。 
早急に津波避難困難地域を解消するため、避難路整備や公的住宅

並びに民間ビルを活用した津波避難施設の整備、河川・海岸等の堤

防や防潮堤等の整備・強化のほか、住宅の高台移転などの地域改造

が必要である。 

また、地震の揺れに伴い堤防が沈下する等により、津波到達前の

河川・海岸から浸水が発生し、浸水が長期間に及ぶゼロメートル地

帯、日本の経済活動にも大きな支障が生じる地域等においても、被

害を最小化するため、堤防の整備・補強などの施設整備が不可欠で

ある。 

更に、大規模災害に備えるためには、老朽化等により地震に対し

て脆弱性を有する上下水道施設や農業用ため池等の対策を進めるこ

とが必要である。 

しかしながら、これらのハード対策や高台への集団移転には多額

の地方負担が発生するため、次のとおり提言する。 

 
 

 

 

 



(１)河川・海岸堤防や防潮堤、港湾・漁港施設等の整備・強化を推 

進するため重点的に予算を確保するとともに、地震津波対策を短 

期間に集中して実施できる補助事業など新たな財政支援制度を創 

設すること 

 

(２)平成３２年度までの措置となっている緊急防災・減災事業債に 

 ついて、平成３３年度以降も継続すること 
 

(３)避難路や避難場所等の津波避難施設の整備を促進するため、都 

市防災総合推進事業等の実施に必要な予算を確保すること 

 

(４)高い津波が極めて短時間に到達するため、堤防や津波避難施設 

の整備で逃げ切れない地域を対象に、地域改造を促進するための 

新たな制度を創設すること 

 

(５)「命を守る」ための水道施設の耐震化を促進するため、交付要 

件の撤廃を含む財政支援措置の充実を行うこと 

また、下水道施設について、地震発生時にもその機能が確保さ 

れるよう、老朽化対策も含め、耐震化に係る財政支援措置の充実 

を行うこと 

 

(６)農業用ため池等の耐震調査や耐震強化工事に必要な予算を確保 

するとともに、ハザードマップ作成、ため池の適正な管理を徹底 

するための研修会開催や多様な主体との連携・協働によるため池 

保全の取組活動の支援体制の整備などを拡充すること 

 

(７)津波が到達する前に河川・海岸から浸水が発生し、その後の津 

波で更に大きな被害が生じる可能性のあるゼロメートル地帯や 

石油コンビナート沿岸地域等について、地域の実情に応じた総合 

的な防災・減災対策の支援強化を行うこと 

 

(８)「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」 

における燃料供給体制について、被災都道府県が構築することと 

なっている常設の給油施設がない救助活動拠点などについても、 

国による継続供給の対象とすること 
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